第６章　 大阪の国際化


近畿圏は、輸出における輸送用機器の割合が全国と比べて低い一方で、電気機器や一般機械、化学製品、糸・繊維製品の割合が高いという特徴があり、輸入では、全国に比べて鉱物性燃料や原料品の割合が低い一方、化学製品や電気機器の割合が高くなっています。地域別では、輸出入とも、アジアとの貿易の割合が高く、北米の割合はやや低くなっています。また、製造業の海外生産比率が上昇傾向にあります。

グローバル化の進展とともに、留学生や外国人技能研修生の受け入れ、留学生の日本企業への就職、国際会議の開催など、アジアをはじめとする海外との間で双方向の交流や事業展開が進んでいます。

大阪は、とりわけアジアとの関係が深く、成長するアジアのダイナミズムを活用した大阪経済の活性化が期待されています。

ここでは、近畿地区の輸出入通関額を品目別、地域別にとりあげるとともに、外国企業の大阪府への進出動向、海外生産比率の推移など経済関係の深まりを示しています。また、留学生数、技能研修生数、国際会議の開催件数などの関連分野における国際化の進展を示しています。
６－１．品目別輸出入通関額
	近畿圏の輸出入について、品目構成の特徴をみると、輸出では、全国と比べて輸送用機器の割合が低い一方で、電気機器や一般機械、化学製品、糸・繊維製品などの割合が高いことが特徴となっています。

一方、輸入については、化学製品、電気機器などの割合が全国と比べて高い一方、鉱物性燃料や原料品などの割合が低くなっています。


[image: image1.emf]輸出通関額(平成24年)

(単位：百万円）

輸入通関額(平成24年)

(単位：百万円）

  近畿圏 全国   近畿圏 全国

構成比

(％)

構成比

(％)

構成比

(％)

構成比

(％)

食料品 91,246 0.7 355,401 0.6 25.7 食料品 1,252,302 9.2 5,852,259 8.3 21.4

210,027 1.5 1,059,693 1.7 19.8 原料品 710,492 5.2 4,768,020 6.7 14.9

鉱物性燃料 356,310 2.6 1,025,554 1.6 34.7 鉱物性燃料 3,192,825 23.6 24,088,214 34.1 13.3

1,706,964 12.6 6,364,577 10.0 26.8 化学製品 1,661,136 12.3 5,926,316 8.4 28.0

2,109,099 15.5 8,442,119 13.2 25.0 原料別製品 1,256,529 9.3 5,507,608 7.8 22.8

鉄鋼 783,320 5.8 3,495,550 5.5 22.4 非金属鉱物製品 133,472 1.0 573,804 0.8 23.3

糸・繊維製品 387,305 2.9 614,603 1.0 63.0 糸・繊維製品 264,492 2.0 714,390 1.0 37.0

一般機械 3,121,389 23.0 12,842,848 20.1 24.3 一般機械 1,028,348 7.6 5,003,891 7.1 20.6

電気機器 3,734,315 27.5 11,405,137 17.9 32.7 電気機器 1,868,636 13.8 8,437,814 11.9 22.1

輸送用機器 659,156 4.9 14,994,564 23.5 4.4 輸送用機器 162,824 1.2 2,311,815 3.3 7.0

その他 1,587,082 11.7 7,257,679 11.4 21.9 その他 2,405,599 17.8 8,792,696 12.4 27.4

総額 13,575,588 100.0 63,747,572 100.0 21.3 総額 13,538,690 100.0 70,688,632 100.0 19.2

（財務省、大阪税関「平成24年 貿易統計」）

(注)近畿圏は、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県の２府４県。
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６－２．地域別輸出入通関額
	近畿圏の輸出入の地域別構成を国内他地域と比較すると、輸出入ともにアジアの割合が高いことが特徴です。一方、北米の割合は輸出入とも全国より低くなっています。


[image: image2.emf](単位：百万円） (単位：百万円）

 

近畿圏 東京税関 横浜税関 名古屋税関 全国   近畿圏 東京税関 横浜税関 名古屋税関 全国

9,207,414 7,636,222 5,777,060 5,780,289 34,854,960 7,536,179 10,081,121 4,394,161 4,059,437 31,305,706

中国

3,186,817 2,114,221 2,013,278 2,059,361 11,509,144

中国

4,297,591 5,616,390 1,312,702 1,951,196 15,038,787

韓国

1,108,880 900,402 744,002 447,089 4,911,270

韓国

614,668 844,381 593,964 347,699 3,233,704

インドネシア 348,146 241,194 391,929 409,030 1,618,683 インドネシア 528,834 278,309 350,444 469,673 2,576,391

台湾

1,231,143 921,493 515,712 443,420 3,673,196

台湾

495,594 823,474 126,876 216,420 1,920,591

マレーシア

386,368 307,556 252,444 282,481 1,412,733

マレーシア

411,971 719,835 923,673 271,336 2,621,314

242,308 100,097 452,148 615,604 1,836,602 749,360 251,906 1,500,724 440,479 4,900,874

1,672,062 2,631,437 1,962,883 3,964,260 12,007,266 1,076,374 3,246,615 1,043,091 651,509 7,102,980

446,207 179,957 688,693 892,135 3,435,157 357,628 438,425 707,741 251,922 2,820,781

1,301,081 2,056,144 793,793 1,709,202 6,684,460 1,536,899 3,582,575 851,753 767,553 7,245,532

275,625 130,677 212,209 702,469 1,635,326 267,189 250,608 797,818 234,632 2,073,958

294,307 128,981 397,346 1,115,075 2,261,813 1,775,419 188,778 4,633,769 2,347,528 13,542,206

136,585 39,985 311,190 319,004 1,031,988 239,486 416,984 408,596 243,787 1,696,168

13,575,588 12,903,501 10,595,322 15,098,039 63,747,572 13,538,690 18,457,012 14,337,715 8,997,015 70,688,632

（注）アジアについては、近畿圏で輸入の多い上位５カ国を掲載。

（財務省、各税関「平成24年 貿易統計」）


　　　近畿圏は、大阪府、京都府、兵庫県、滋賀県、奈良県、和歌山県の２府４県。

　　　輸入通関額の地域別の合計額と総額は、輸出の戻りや不明地域等があるため一致しない。
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６－３．外国企業数
	平成25年の外国企業数をみると、全国で3,103社あり、そのうち東京都に2,371社と全国の76.4％が集中しています。

大阪府内には119社の外国企業が立地しており、全国の3.8％を占めています。大阪府内の外国企業のうち、欧州系企業が52社（構成比43.7％）と最も多く、アジア系企業は34社(構成比28.6％)、北米系企業は32社（構成比26.9％）です。アジア系企業の中で最も多いのは韓国（13社）、次いで中国（11社）の企業となっています。
業種別では、卸・小売業が70社（構成比58.8％）と最も多くなっています。


[image: image3.emf]外国企業数の推移

（単位：社）

構成比

（％）

構成比

（％）

構成比

（％）

構成比

（％）
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大阪府 143 4.5 126 4.1 120 3.9 123 4.0 119 3.8

東京都 2,356 74.5 2,330 75.2 2,346 75.7 2,331 75.5 2,371 76.4

神奈川県 276 8.7 275 8.9 267 8.6 277 9.0 267 8.6

愛知県 43 1.4 40 1.3 37 1.2 36 1.2 33 1.1

その他 344 10.9 328 10.6 328 10.6 319 10.3 313 10.1

全国 3,162 100.0 3,099 100.0 3,098 100.0 3,086 100.0 3,103 100.0

（東洋経済新報社『外資系企業総覧』）

親企業の地域(大阪府)
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　　　22～24年は各年３月であるが、発売時点までの変更が反映されている場合がある。
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６－４．留学生数
	平成24年度に全国で受け入れた外国人留学生は、昨年度からほぼ横ばいで推移しましたが、近年、留学生の数は増加傾向にあります。大阪府では、そのうちの7.6％にあたる10,521人を受け入れており、福岡県とともに東京都に次ぐ規模となっています。


[image: image4.emf]留学生数

（単位：人）

構成比

（％）

大阪府 10,203 10,289 10,576 10,791 10,325 10,521 7.6

東京都 40,316 42,371 43,775 45,617 43,188 43,500 31.6

福岡県 6,017 6,613 7,578 9,665 10,635 10,434 7.6

京都府 4,746 4,994 5,377 5,896 6,246 6,900 5.0

愛知県 5,774 6,131 6,471 6,773 6,706 6,623 4.8

埼玉県 5,496 5,444 5,961 6,153 6,013 5,877 4.3

千葉県 5,708 5,566 5,790 6,054 4,850 5,290 3.8

全国 118,498 123,829 132,720 141,774 138,075 137,756 100.0

(文部科学省、日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査結果」）

（注）1.各年度の留学生数は、各年５月１日現在の数。

　　　2.留学生数の多い上位７県を掲載。

（注）留学生数の多い上位４県を掲載。
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６－５．留学生等の就職状況について
	「留学｣及び｢就学｣の在留資格を有する外国人が、日本の企業等へ就職するため在留資格変更許可申請を行った件数（平成24年）は、全国で11,698人で、このうち10,969人が許可されており、前年の許可数である8,586人より2,383人（27.8％）多く、２年連続で大幅な増加となっています。

全体の8.8％にあたる970人の留学生等が、大阪府に所在する日本企業等に就職しました。


[image: image5.emf]就職企業等の所在地別許可人員 （単位：人）

構成比

（％）

大阪府 919 1,033 1,003 855 694 832 970 8.8

東京都 3,892 5,055 5,894 5,050 3,851 4,088 5,254 47.9

愛知県 570 786 675 518 371 450 667 6.1

神奈川県 353 469 576 626 474 488 596 5.4

埼玉県 239 275 340 320 282 282 454 4.1

福岡県 299 307 289 279 274 293 404 3.7

千葉県 172 215 240 246 230 280 312 2.8

全国 8,272 10,262 11,040 9,584 7,831 8,586 10,969 100.0

(法務省入国管理局｢平成24年における留学生の日本企業等への就職状況について」）

（注）許可人員の多い上位４県を掲載。
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６－６．外国人技能研修生
	大阪府内には、公益財団法人国際研修協力機構(JITCO)を通じた、外国人研修生が平成23年に1,279人在籍しています。これは全国の2.6％となっており、全国の都道府県で13番目となっています。


[image: image6.emf]JITCO支援外国人技能研修生数（平成23年）

(単位：人）

構成比

大阪府 961 135 124 26 27 6 1,279 2.6

愛知県 3,157 629 183 175 88 51 4,283 8.7

茨城県 2,300 289 294 92 97 172 3,244 6.6

岐阜県 2,627 232 32 0 8 32 2,931 6.0

広島県 1,528 197 56 164 57 13 2,015 4.1

三重県 1,627 150 85 23 64 59 2,008 4.1

千葉県 1,691 51 93 62 81 25 2,003 4.1

岡山県 1,592 195 38 23 8 3 1,859 3.8

静岡県 1,187 90 180 119 55 89 1,720 3.5

埼玉県 1,210 121 164 79 52 45 1,671 3.4

東京都 445 109 48 59 13 48 722 1.5

全国 39,140 4,212 2,415 1,624 875 864 49,130 100.0

（公益財団法人国際研修協力機構(JITCO)「技能実習・研修に関するJITCO業務統計」)

その他 合計



中国 ベトナム

インドネシア フィリピン

タイ

1,279

4,283

3,244

2,931

2,015

2,008 2,003

1,859

1,720

1,671

722

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

大阪府 愛知県 茨城県 岐阜県 広島県 三重県 千葉県 岡山県 静岡県 埼玉県 東京都

（人）

JITCO支援外国人技能研修生数(平成23年）


６－７．海外生産比率
	我が国の製造業の海外生産比率は、平成13年度以降、海外での旺盛な製品需要や海外で見込まれる市場拡大を背景として、緩やかな上昇傾向をたどってきました。国内法人企業と海外進出企業のいずれのベースとも、20年度と21年度はその動きに一服感がみられたものの、22年度は再び上昇し、23年度は前年度とほぼ横ばいで推移しています。


[image: image7.emf]海外生産比率 （単位：％）

平成13

年度

14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

国内法人

企業ベース

14.3 14.6 15.6 16.2 16.7 18.1 19.1 17.0 17.0 18.1 18.0

海外進出

企業ベース

29.0 29.1 29.7 29.9 30.6 31.2 33.2 30.4 30.5 31.9 32.1

（経済産業省「第42回 海外事業活動基本調査結果概要− 平成23(2011)年度実績 −」)
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国内法人企業ベースの海外生産比率

＝

現地法人（製造業）売上高÷（現地法人（製造業）売上高＋国内法人（製造業）売上高）×100 

海外進出企業ベースの海外生産比率

＝

現地法人（製造業）売上高÷（現地法人（製造業）売上高＋本社企業（製造業）売上高）×100


６－８．国際会議の開催件数
	大阪における国際会議の開催件数は、21年をピークに減少し、平成23年には、東京、福岡市、横浜市、京都市に次いで５番目となっています。


[image: image8.emf]国際会議の開催件数

大阪 東京 横浜市 名古屋市 京都市 神戸市 札幌市 福岡市 全国

平成17年 124(376)357(742)105(159)108(236)137(224) 58(177) 54(99) 97(180) 1,480(2,859)

18 160(383)460(744)103(162)109(194)154(278) 76(183) 48(127)126(274) 1,670(3,005)

19 108 440 157 109 183 89 44 151 1,858

20 130 480 184 130 171 94 77 172 2,094

21 165 497 179 124 164 76 82 206 2,122

22 134 491 174 122 155 91 86 216 2,159

23 126 470 169 112 137 83 73 221 1,892

（独立行政法人国際観光振興機構「コンベンション統計」）

（単位：件）

(注)１. （　　）内は、旧基準に基づいて集計された開催件数。

    ２.　平成19年の開催件数より、新基準のみに基づいて集計されている。

　　　　新基準は、国際機関・国際団体（各国支部を含む）又は国家機関・国内団体

　　　　（各々の定義が明確ではないため民間企業以外は全て）が主催する会議で、

　　　　　①　参加者総数が50名以上、②　参加国が日本を含む3カ国以上、③　開催期間が1日以上、

        という3つの基準を満たす国際会議が対象である。

　　　　旧基準は、

　　　　　①　参加者総数が20名以上で、かつ参加国が日本を含む2カ国以上の国際会議、

　　　　　②　参加者総数が20名以上で、かつ外国人参加者数が10名以上の国内会議、

　　　　　③　①または②の条件を満たすセミナー、シンポジウム等

        が対象であった。

　　３.　東京は23特別区、大阪は大阪市と千里地区（豊中市・吹田市・茨木市・高槻市・箕面市）の合計。

　　４.　１つの会議が複数の都市にまたがって開催された場合、それぞれの都市に１件として計上しているため、

　　　　都市別開催件数は実際の会議開催件数よりも多くなる。

0

100

200

300

400

500

平成17年

18 19 20 21 22 23

（件）

国際会議の開催件数

東京

大阪

横浜市

福岡市

京都市


- 68 -

